
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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住宅 中小規模の一般住宅が多
い閑静な住宅地域

青井310 m

特にない 基準方位、北６ｍ
区道

青井駅　西方310 m

一時期の厳しい状況から持ち直しの動きがみられるが、原材料価格高
騰や新型コロナウイルス感染症の影響には引き続き注視が必要。

とくに変動要因は認められず、駅に近く利便性等は良好であり、一定
の需要が認められる地域である。

標準的な規模、形状の画地であり、とくに価格に影響する個別的要因
の変動要素はない。

つくばエクスプレス青井駅に近く周辺には公園などもあり、閑静な住宅街で住環境の良好な住宅地域であり利便
性は高い。今後も現状の住環境が維持されると予測する。
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更地としての鑑定評価
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　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は、戸建住宅を中心とした住宅地域であるが、近隣地域及び類似地域等においては収益性よりも居住の快適性
を重視した自己使用目的の住宅の取引が大半であり、類似物件の取引価格等を重視して価格形成がなされる傾向が強く
なっている。よって、市場性を反映した比準価格を重視し収益価格は参考にとどめ、指定基準地等との検討を踏まえ、
鑑定評価額を上記のとおりと決定した。

同一需給圏は、つくばエクスプレス及び東武伊勢崎線沿線を中心とした住宅地域である。主たる需要者は区内居住の個
人が中心で、区外からの転入もある。近隣地域は駅から近く利便性は良好で、需要は強い。新型コロナウィルスの影響
はそれほど大きくなく、市場の需給動向は堅調に推移している。取引の中心価格帯は、一般的な戸建住宅用地で３，０
００万円～４０００万円程度、新築建売住宅で４，５００～５，０００万円程度である。

①－１対象基準地の検討
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宅地-1
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令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 3

足立(都)　 － 7 東京都 区部第１１ 不動産鑑定士 岸　裕一

株式会社日本合同鑑定所

令和 4 6 28

令和 4 7 2

足立区青井三丁目３０番７
「青井３－１９－１５」
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